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地域公共交通

地域公共交通再編実施計画

佐賀県、唐津市、玄海町

市町と県が協働して策定。

地域公共交通網形成計画

佐賀県

伊万里市

鹿島市

小城市

吉野ヶ里町

上峰町

太良町

佐賀県が県内全域の網形

成計画を策定

全国でも青森県、奈良県、

愛媛県、佐賀県のみ
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佐賀県の観光①
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佐賀県入り込み客数

日本人 外国人

外国人日本人

出典：観光庁 全国観光入込客統計に関する共通基準による統計

平成28年

韓国, 
110,000, 45%

中国, 49,950, 
20%

台湾, 33,430, 
14%

香港, 15,670, 6%

タイ, 5,830, 2%

アメリカ, 4,160, 
2%

その他、不明, 
25,910, 11%

佐賀県 国籍別延べ宿泊者数

合計

244,950人泊

出典：観光庁宿泊旅行統計調査

（平成２８年）
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佐賀県の観光②

ティーウェイ航空(ソウル)
○仁川（ソウル）～佐賀

週９往復

2018.3.25 週7→9往復へ
○金海（釜山）～佐賀

週４往復

2018.12.23 就航
○大邱（大邱）～佐賀

（プログラムチャーター便）

週２往復

2018.12.23就航

春秋航空（上海）
○上海（浦東）～佐賀

週４往復

2019.1.24 週3→4往復へ

タイガーエア（上海）
○台北（桃園）～佐賀

週２往復

国 際 線

ＡＮＡ

東京（羽田）～佐賀

1日５往復

春秋航空（上海）

東京（成田）～佐賀

1日１往復

国 内 線
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佐賀空港国際線 乗降客数・搭乗率

上海乗降客数 ソウル乗降客数 上海搭乗率 ソウル搭乗率

ソウル線

週３往復
↓

週７往復へ

出典：佐賀県
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県内の日本版DMO（候補法人）

佐賀県の観光③

(株)有田まちづくり公社
「有田焼と伝統・アート・職の町 有田」

有田焼を取り巻く伝統・アート・食をソフ

トとして町のハード（伝統的建造物）に

織り込み体現する。

(一社)嬉野温泉観光協会
「1300有余年の歴史を紡ぐ温泉地嬉
野」

嬉野茶や長崎街道の面影を残す歴史

的町並みなどの観光資源を有する。

2022年の九州新幹線西九州ルート嬉
野駅開業を視野に「再び訪れたくなるま

ちづくり」を市民協働で進める。

(一社)起立工商協会
「上峰の持続可能な観光地域づくり」

継続して拡大していける交流のコンテン

ツを開発、町の観光産業振興に寄与し

「住んでよし」「訪れてよし」の観光地域

づくりの形成を目指す。

○上峰
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　１．倉庫事業庫腹量の推移

　２．倉庫事業者数の推移

　３．保管実績の推移

管内の29年度末の事業者数は、普通倉庫85社、冷蔵倉庫28社となっている。
庫腹量は、１～３類倉庫709千㎡、冷蔵倉庫811千㎡となっており、主要取扱い貨物は、１～３類倉庫が食
料工業品・電気機械・合成樹脂等、冷蔵倉庫が冷凍食品・畜産加工品等である。

倉庫業の概況
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　１．輸送機関別旅客流動人員（平成２８年度）

資料：旅客地域流動調査

  乗合バスは日常生活を支える公共交通機関として重要な役割を果たしてきたところだが、モー
タリゼーションの進展、交通渋滞に伴う定時制確保困難等による利便性の低下からバス離れが
進み、輸送人員は昭和４２年度の７０３８２千人をピークに年々減少傾向にある。
  このような状況の中、都市部においては、深刻化する環境問題、道路交通混雑の激化、高齢化
社会の進展等に対処するため、バス活性化委員会や交付金制度を活用した施設の整備、走行
環境の改善、低床ノンステップバスや低公害車の導入といった輸送サービスの改善が進められ
てる。
　一方、過疎化が進む地方部においては、利用者減少に伴いバス路線の維持が困難になってい
ることから、地域住民の生活交通確保のため、地方公共団体や地域住民その他関係者から構成
される地域公共交通会議を通じて、地域のニーズに対応したコミュニティバスの導入が進んでい
る。今後とも、地域の関係者が地域交通の構築に積極的に参加し、地域全体として取り組んでい
くことが必要となってくる。

自動車

ＪＲ

民鉄

旅客船

航空

23,093.3千人

（53.11%）
18,726.9千人

（43.06%）

853.1千人（1.96%）

549.2千人（1.26%）
263.1千人

（0.61%）

佐賀県

発のみ

43,485.6
千人

（100%）

自動車

ＪＲ

民鉄

旅客船

航空

九州管内

発のみ
1,309,345.

4千人

（100%）

607,913.6千

人（46.43%）

339,068.7千

人（25.90%）

329,299.1千

人（25.15%）

15,946.3千人

（1.22%）
17,117.7千人（1.31%）

旅客輸送の概況

乗合バス輸送の概況
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　１．県内乗合バス輸送数量等の推移（路線定期運行のみ）

＊上段は事業者数、（　）内は車両数　　コミュニティバス・空港型のみを運行する事業者、県外事業者は含まない

２．県内・県外乗合バス事業者の概況（平成３０年３月３１日現在）

県内事業者
事業者名 所在地 車両数（両） 路線キロ（ｋｍ） 輸送人員（千人） 実車キロ（千ｋｍ）

祐徳バス（株） 鹿島市 50 265 516 1826
佐賀市 佐賀市 69 200 2971 2506

昭和自動車（株） 唐津市 247 1403 3670 6847
西鉄バス佐賀（株） 佐賀市 39 343 1643 1976

県外事業者
事業者名 本社 車両数（両）

西日本鉄道(株) 福岡県福岡市 25

西肥自動車（株） 長崎県佐世保市 32

ＪＲ九州バス（株） 福岡県福岡市 8

主に佐賀市及び鳥栖市を起点とする県東部の路線と、佐賀市～福
岡市間の路線を運行している。

主に伊万里市及び有田町を中心とする県西部の路線を運行してい
る。

主に嬉野市及び武雄市を中心とする県南部の路線を運行している。

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

S55年度 S60年度 H2年度 H7年度 H12年度 H17年度 H22年度 H27年度 H28年度 H29年度

6,683.146 5,836.784 5,390.961 4,366.948 3,066.387 2,682.055 2,553.008 2,926.141 3,107.965 3,023.361 

1,609.815 1,536.403 2,742.380 1,945.430 1,891.100 1,612.100 2,003.500 2,427.368 2,034.060 
2,212.908 

25,721 
21,096 22,598 

18,096 
15,305 16,010 15,441 16,824 16,082 

16,056 

39,982 

26,238 
20,034 

16,158 

12,052 
8,938 8,628 

9,236 10,351 
10,037 

輸送人員（千人）

総走行キロ（千ｋｍ）

路線キロ（ｋｍ）

営業収入（百万円）

3（506）

3（512）

5（579）

7（466）

6（405）
6（360） 4（332） 4（379） 4（400）

4（366）4（366）4（366）

4（405）
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　３．佐賀県内におけるコミュニティバスの概況（平成３０年３月３１日現在。輸送人員は平成２９年度の実績）
＊道路運送法第４条（一般乗合旅客自動車運送事業に限る）の許可又は同法第７９条の自家用有償旅客運送
（市町村運営有償運送に限る）の登録を受けているものについて掲載

【唐津市】

浜玉循環線（乗合タクシー）

コース数：5 輸送人員：7,718人

大良線（乗合タクシー）

コース数：7 輸送人員：6,611人

旭が丘線（乗合タクシー）

コース数：1 輸送人員：2,829人

天川線（乗合タクシー）

コース数：3 輸送人員：3,260人

【神埼市】

神埼市巡回バス

コース数：3 輸送人員：7,023人

【吉野ヶ里町】

吉野ヶ里町コミュニティバス

コース数：4 輸送人員：16,486人

吉野ヶ里町デマンドタクシー

コース数：１ 輸送人員:4,105人

【鳥栖市】

鳥栖市ミニバス

コース数：4 輸送人員：18,088人

【上峰町】

のらんかい

コース数：2
輸送人員：34,178人

【伊万里市】

いまりんバス市街地線

コース数：1 輸送人員：50,651人

いまりんバス地域線

コース数：2 輸送人員：2,165人

いまりんバス郊外線

コース数：3 輸送人員：5,458人

波多津ふれあい号

コース数：3 輸送人員：3,828人

コミュニティすこやかバス

コース数：1 輸送人員：1,420人

【有田町】

有田町コミュニティバス

コース数：19
輸送人員：34,379人

曲山・大山デマンドタクシー

コース数：1
輸送人員：5,034人

【武雄市】

武雄市内循環バス

コース数：4 輸送人員：17,088人

みんなのバス

コース数：11 輸送人員：9,284人

【嬉野市】

嬉野市上久間線乗合タクシー

コース数：3 輸送人員：189人

嬉野市春日線乗合タクシー

コース数：1 輸送人員：1,696人

嬉野市大野原線乗合タクシー

コース数：1 輸送人員：808人

【鹿島市】

高津原乗合タクシー

コース数：2 輸送人員：1,017人

鹿島市内循環バス

コース数：2 輸送人員：3,100人

予約型のりあいタクシー

コース数：2 輸送人員：15人

【多久市】

ふれあいバス

コース数：3
輸送人員：28,959人

ふれあいタクシー

コース数：１

輸送人員：318人

【白石町】

いこカー（福富線）

コース数：3 輸送人員：2,950人

いこカー（牛間田横手線）

コース数：2 輸送人員：5,477人

予約制いこカー

コース数：4 輸送人員：6,421人

【小城市】

芦刈町乗合タクシーあしま～る

コース数：1 輸送人員：699人

小城やまびこタクシー

コース数：2 輸送人員：409人

小城町巡回バス

コース数：3 輸送人員：8,121人

三日月町巡回バス

コース数：2 輸送人員：1,260人

牛津町巡回バス

コース数：3 輸送人員：3,263人

広域巡回バス

コース数：1 輸送人員：2,721人

白石町～小城市

あいのりタクシー

コース数：1 輸送人員：11,643人

【みやき町】

みやき町コミュニティバス

コース数：7 輸送人員：17,012人

【佐賀市】

松梅地区デマンドタクシー

「べんりカー松梅号」

コース数：2
輸送人員：11,929人

富士町コミュニティバス

コース数：8
輸送人員：2,530 人

三瀬地区コミュニティバス

コース数：3
輸送人員：8,589人

【江北町】

江北町循環バス

コース数：7
輸送人員：13,441人

【基山町】

基山コミュニティバス

コース数：8 輸送人員：24,574人
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　１．県内貸切バス輸送数量等の推移

＊上段は事業者数、（　）内は車両数　　

　貸切バス事業は、主として観光を目的とする旅客の輸送に利用されるもので、季節に
よる需要の変動が大きく、シーズンオフにおける需要の開拓を行う等一年を通じた需要
の平準化を図る必要があり、最近では、スクールバス、企業の従業員輸送、イベント会
場と最寄りの駅間の旅客の送迎、訪日外国人対応など、利用者ニーズの多様化に応
じて、広範囲に利用されるようになっている。
　このような中、平成２４年４月に関越自動車道において多数の死傷者を出した高速ツ
アーバス事故を契機に、国土交通省では、貸切バスの安全規制強化を図ってきたが、
平成２８年１月に長野県の軽井沢において死傷者４１名をだすスキーツアーバス事故
を契機に、国土交通省ではさらに、再発防止策について徹底的に検討し、平成２８年６
月に「安全・安心な貸切バスの運行を実現するための総合的な対策」をとりまとめた。
この対策に基づき、行政処分基準の厳格化、貸切バス事業許可の更新制度、民間指
定機関が適正化事業を行うための負担金制度の創設等、順次実施されている。
　また、この数年外国人観光客が増加してきており、クルーズ船が入港する博多港など
で貸切バスの需要が増えてきている。この需要に対応するため、訪日外国人の需要限
定で、九州管内を営業区域とする特例措置を取るなどの措置を取って対応している。

貸切バス輸送の概況

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

9,131 

13,731 

18,182 19,152 19,166 18,287 
15,074 

12,269 
10,338 10,424 

1,696 

2,750 

2,724 
2,494 2,643 

2,569 

2,047 

2,125 
1,893 2,099 

車両数（両）

輸送人員（千人）

総走行キロ（千ｋｍ）

4（198）

10（232）

15（269）
15（343） 19（392）

27（415）

28（405）

28（376）

27（390） 27（399）
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１．県内タクシー事業者数・車両数の推移

２．１日１車あたりの輸送人員・営業収入の推移

＊個人タクシー・福祉限定専業事業者は含まない

資料：九州管内都市別タクシー輸送実績集計表（九州運輸局自動車交通部旅客第二課）

   タクシー事業は、バス、鉄道等の大量輸送機関の補完的な役割を果た
すドア・ツー・ドアの機動的・個別的公共交通機関として重要な役割を果た
し、国民生活に定着している事業である。しかし、生産年齢人口が減少し、
タクシー事業においても労働力不足の解消が課題となっている。また、収
益基盤の悪化や運転者の労働条件の悪化などの問題も生じており、タク
シーが公共交通機関としての機能を十分に発揮することが困難な状況と
なっている。
　こうした状況のなか、平成２９年は佐賀県独自の取り組みが活発化してい
る。運転免許証を返納した乗客に対して割引を行う運転者免許返納割制
度や乳幼児連れの保護者や妊婦をサポートする「子育てタクシー」の運行
開始があげられる。これらの施策により、タクシー利用者の増加に期待が
かかる。

タクシー輸送の概況

71 72 71 68 63 59 51 46 46 46

68 66 68 68 67 70
61

54 51 48

0 0 0 0 0
10 23

31 37 37
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輸送人員（人） 営業収入（円）
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３．輸送人員・営業収入・総走行キロ・実車キロの推移

＊個人タクシー・福祉限定専業事業者は含まない

資料：九州管内都市別タクシー輸送実績集計表（九州運輸局自動車交通部旅客第二課）

４．規模別タクシー事業者数
　①車両数規模

　②従業員規模

＊県外に本社を置く事業者（久留米西鉄タクシー（株））、個人タクシー、福祉限定専業事業者を除く

1995.5 1768.1 1860.7 1438.4 1060.5 949.9 621.1 615.8 615.4 598.5

1017.5
1085.9 1228.8

1175.7

863.6 775.1
540.4 540.4 534.0 538.7

11392.2

9908.5 10450.1

8411.0

6502.3 6047.1

4012.5 3841.7 3859.4 3728.85707.8
4595.8 5001.6

3841.3
2759.6 2461.6

1549.3 1528.6 1610.0 1535.9
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S55年度 S60年度 H2年度 H7年度 H12年度 H17年度 H22年度 H27年度 H28年度 H29年度

輸送人員（万人） 営業収入（千万円） 総走行キロ（万ｋｍ） 実車キロ（万ｋｍ）
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100%

15者, 33.3%

19者, 42.2%

6者, 13.3%
3者, 6.7%
2者, 4.4%

１０１両以上

１００両まで

５０両まで

３０両まで

１０両まで
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20%

40%

60%

80%

100%
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6者, 13.3%
2者, 4.4%

１０１人以上

１００人まで

５０人まで

３０人まで

１０人まで
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５．佐賀県営業区域別タクシー事業者・車両数（平成３０年３月３１日現在）

①は当該地域に営業所を置く一般タクシーの事業者数

②は福祉車両を除く一般タクシーの車両数で、（　）書きは個人タクシーの車両数で内数

③は当該地域に営業所を置く福祉限定専業事業者の事業者数で、［　］は車両数

④は当該地域における人口

資料：佐賀県の推計人口（平成３０年４月１日現在）

佐賀市

①15者 ②462（48）両 ③10者［10両］ ④233,813人

神埼市

①1者 ②24両 ③1者［2両］ ④31,306人

神埼郡

①1者 ②15両 ③2者［1両］ ④16,256人

鳥栖市

①4者 ②81両 ③0者［0両］ ④73,732人

三養基郡

①3者 ②28両 ③2者［3両］ ④51,761人

小城市

①3者 ②37両 ③1者［1両］ ④43,609人

杵島郡

①6者 ②43両 ③2者［2両］ ④38,887人

多久市

①1者 ②13両 ③0者［0両］ ④18,964人

鹿島市

①1者 ②31両 ③3者［3両］ ④28,765人

藤津郡

①1者 ②3両 ③1者［1両］ ④8,305人嬉野市

①3者 ②33両 ③1者［1両］ ④26,518人

武雄市

①2者 ②58両 ③3者［5両］ ④48,263人

西松浦郡

①2者 ②26両 ③0者［0両］ ④19,610人

唐津市

①8者 ②192両 ③10者［13両］ ④119,398人

東松浦郡

①2者 ②31両 ③1者［1両］ ④5,534人

伊万里市

①3者 ②59両 ③2者［2両］ ④54,144人
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　１．貨物自動車運送事業者数の推移（軽貨物・軽霊柩を除く）

＊(  )内は県外に本社を有する事業者で内数を示す。一般は特別積合を除く。

２．事業用自動車数の推移（軽貨物・軽霊柩を除く）

佐賀県内のトラック事業者数及び車両数は、平成３０年３月３１日の時点で、一般貨物６０６社（霊柩は除く）
１１，０１７両（うち特別積合事業者２２、運行車１２５両）、特定貨物１社８両、軽貨物８３３社１，３９１両、一般
貨物（霊柩）３３社１１８両、軽霊柩１１社２０両である。

　近年、日本経済は緩やかな回復基調にあるとはいえ、県内事業者の経営状況は依然として厳しい状況に
ある。とりわけ、ドライバーの不足や高齢化、適正な運賃の低迷は過労運転や重大事故の要因となってい
る。こうした状況の改善を図るため、平成27年度より、運送事業者・学識経験者・荷主を含めた関係者で構
成される協議会を中央及び各県に設置され、佐賀県においても平成３０年３月３１日の時点で８回開催して
いる。
　佐賀県内に事業所を有する事業者数及び車両数の推移は下表のとおりである。

貨物事業の概況

(8) (41)

（15)

（1)

（77)

（52)

（7）

（17）

（120)

（2)

（90)

（4)

（18)

（149
)

（148
)

（148
)

（156
）

（156
）

（125
)

（123
) （122

)

（129
)

（130
)

（3） （4） （4） （4） （4）

（2）（2）（2）（2）（2）

（19) （19) （20) （20) （21)16 18 19 22 22 22 22 22 

21 
15 11 2 2 2 1 1 

24 27 
39 38 36 35 34 33 303 

349 

511 

634 635 640 643 640 

224 

289 

431 

572 575 581 586 584 

0

100

200

300

400

500

600

700

0

10

20

30

40

50

60

70

80

S60 H2 H12 H25 H26 H27 H28 H29

霊柩

特定

特別積合

合計

一般

611 

835 

261 
107 126 125 125 125 

165 

122 

80 

9 10 12 8 8 

41 

46 

88 

112 114 115 115 118 

4,427 

5,978 

9,191 

10,796 10,844 10,874 10,934 11,143 

3,610 

4,975 

8,762 

10,568 10,594 10,623 10,809 10,892 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

S60 H2 H12 H25 H26 H27 H28 H29

霊柩

特定

特別積合

合計

一般

13



３．一般貨物（特別積合・霊柩を含む）と特定貨物の規模別事業者数（平成３０年３月３１日現在）
　　　①車両数規模別

　　　②従業員規模別

　　　②資本金規模別

　４．貨物軽自動車運送事業者数及び車両数の推移
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(単位：トン）

１．貨物流動状況（佐賀県内対各地間）（平成２８年度）
　　　①佐賀発貨物

　　　②佐賀着貨物

資料：貨物・旅客地域流動調査

貨物輸送の概況

22,107,809
(53.71%)

8,783,902
(21.34%)

3,576,077
(8.69%)

2,694,880
(6.55%)
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単位：トン
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(24.76%)
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(22.70%)
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(10.57%)
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(1.70%)

中国 四国 近畿
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の

他
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(8.34%)

62,732 
(1.72%)

137,247 
(3.77%)

0
(0.00%)

中国 四国 近畿

東海 関東 信越・北陸
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　１．大型貨物自動車（ダンプカー）の事業者数、車両数及び規模別事業者数（平成３０年１２月３１日現在）
事業種別事業者数及び車両数

　１．レンタカー事業者数の推移

土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法（通称：ダンプ規制
法）により、大型自動車に分類される普通ダンプトラック（公道を走行するもの）については、荷台
に所定の表示番号を表示することが義務づけられている。佐賀県内の業者別使用者数及び車両
数は下表のとおりである。

大型貨物自動車（ダンプカー）の概況

レンタカーの概況

レンタカーは、不特定多数の人々に様々な使われ方をしており、いわば公共交通機関を補完する

「第三の輸送機関」として社会生活に定着し、自家用自動車の代替輸送手段として必要なときに必要

なだけ利用できる利便性から需要がさらに伸びるものと予想される。

近年需要が伸びている要因は都市圏におけるカーシェアリングサービスの事業拡大や新規参入事

業者の増加と、 車検整備や事故車修理代車のレンタカー化等と考えられる。

今後も高度化するニーズの多種多様な車両の提供・大量交通機関との連携や乗り捨てのサービス

ネットワークの採用等を積極的に行い、歓迎されるサービスを展開していく必要性がある。

138 社
(36.6%)

104 社
(27.6%)

106 社
(28.1%)

15 社
(4.0%)

14 社
(3.7%)

自動車運送事業

砂利販売業

建設業

採石業

その他

151両

651両

142両

45両
25両

374社
1,002

両

47 

81 

143 
156 

169 
189 

202 
216 

235 
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１．自動車運送事業者行政処分件数等の推移

【九州運輸局全体】 【佐賀運輸支局】

２．違反項目別行政処分件数（平成２９年度）

【九州運輸局全体】 【佐賀運輸支局】

　自動車運送事業者が惹起する交通事故や法令違反は、人命の損失等国民の安全・安心に直接影響を及ぼすことから、平
成18年度からは全ての事業者において輸送の安全性向上を図るため「運輸安全マネジメント」が導入された。
　そのような中、平成28年1月におきた軽井沢スキーバス事故が起き、それを受けて設置された「軽井沢スキーバス事故
対策検討委員会」において「総合的な対策」が取りまとめられ、貸切バス事業者の安全運行に関する遵守事項の徹底・強
化や不適格者を排除するための処分の厳格化が図られることになった。
　さらには、平成29年6月には、軽井沢スキーバス事故を受けた新たな安全対策が策定されたことや2020年の東京オリン
ピック・パラリンピックの開催等の動向を踏まえ、「事業用自動車総合安全プラン2020」が策定され、ソフト・ハード両
面から総力を挙げて事故の削減に取り組むこととなった。

　運輸局全体においては、点呼の実施・記録等の不備が特化している。
　佐賀支局においては、運転者台帳、運転者に対する指導及び監督の違反が運輸局全体の処分内容の比率より高い傾向に
あった。
　なお、その他としては、定期点検整備、運送引受書の交付違反が散見される。

自動車運送事業の監査の概況
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１．九州運輸局管内保有車両数（平成30年3月31日現在）

＊登録自動車、二輪自動車、軽自動車の合計数

〈登録の目的〉
自動車の登録制度は「所有権の公証」により、第三者に対する対抗要件を付与することを目的と
した「民事登録」と、各種行政上の目的（自動車の使用実態の把握・盗難防止・徴税・リサイクル
関係・Nox・PM対策さらに安全性の確保など）をもつ「行政登録」からなる。
〈登録業務〉
業務は当初紙原簿方式だったが、昭和４５年に導入された電子情報処理システムにより、激増す
る自動車登録・検査業務が円滑に処理されるよう数回のシステム更改が行われ、ファイル容量
の拡大及び処理時間の短縮を図り、平成１１年５月より分類番号の３桁化と併せ、ユーザーが希
望するナンバーを取得することができる希望ナンバー制が導入された。平成２９年１月より新シス
テムで稼働中であり、ラグビーワールドカップ、オリンピック・パラリンピックの開催を記念して特別
仕様ナンバープレートが、平成２９年から期間限定で交付されている。
〈ワンストップサービス（OSS)申請〉
政府による「e-japan」重点計画に基づき、申請者が自宅に居ながらにしてインターネットにより自
動車の登録ができるOSS申請が平成１７年１２月から一部地域で型式指定の新規新車を対象に
稼働し、ユーザーの利便性の向上及び業務の効率化を図っている。
当支局は平成３０年１月から運用中であるが、利用率向上が今後の課題である。
〈重量税の還付制度〉
使用済み自動車の不法投棄防止と自動車のリサイクル促進の観点から、平成１７年１月より新
抹消登録制度が実施されており、車検の残存期間のある車両については、経済的なインセンティ
ブ措置としての重量税還付が行われている。
〈佐賀県の特徴〉
自家用乗用車（登録自動車と軽自動車）の一世帯当たりの保有台数では、全国の平均１．０５８
台、九州の平均１．１８６台に対し佐賀県では、１．５２１台で全国で１２位、九州では最も高い数
値を示している。（一般財団法人自動車検査登録情報協会資料：平成３０年３月末現在）

自動車登録の概況

福 岡

3,387 
(35.2%)

佐 賀

678 
(7.0%)

長 崎

952 
(9.9%)

熊 本

1,388 
(14.4%)

大 分

921 
(9.6%)

宮 崎

947 
(9.8%)

鹿児島

1,353 
(14.1%)

九州
9,626

（100%）
単位：千

台
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２．九州管内運輸支局別自動車数（平成３０年３月３１日）

３．県内保有車両数の推移

※別シート

456,901 
(49.6%)

13,175 
(1.4%)

451,309 
(49.0%)

大分

435,992 
(46.1%)

16,300 
(1.7%)

494,441 
(52.2%)

宮崎

617,922 
(45.7%)

20,893 
(1.5%)

714,168 
(52.8%)

鹿児島
694,215 
(50.0%)

23,090 
(1.7%)

670,492 
(48.3%)

熊本

409,263 
(43.0%)

16,270 
(1.7%)

526,317 
(55.3%)

長崎

321,397 
(47.4%)

12,635 
(1.9%)

344,418 
(50.8%)

佐賀
登録自動車

小型二輪

軽自動車

4,817,583
(50.2%)

171,228
(1.8%)

4,587,602
(48.0%)

九州

1,906,09…

71,137 
(2.1%)

1,409,446 
(41.6%)

福岡
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３．県内保有車両数の推移（毎年度３月３１日現在）

50,928 
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397,861 
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645,956 
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４．県内用途別自動車数の推移

＊登録自動車、二輪自動車、軽自動車の合計数

1,950 2,085 2,351 2,301 2,096 2,064 2,059 2,081 2,092 2,092

4,656 5,741
7,374 12,164 11,197 12,608 12,897

13,080 13,254 13,378

4,650
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ガソリン
221,260 
(66.24%)

軽油
54,274 

(16.25%)

ガソリンハイブリッド
53,754 

(16.09%)
Ｌ Ｐ Ｇ 1,112 (0.33%)

電 気 1,050 (0.31%)

軽油ハイブリッド 141 …

ＣＮＧ 36 (0.01%)
ガソリンＬＰＧ 25 (0.01%)

その他
2,380 

(0.71%)

(1.42%)

５．燃料別保有車両台数（平成２９年３月３１日現在）

佐賀県内

車両数

334,032
単位：台

＊登録自動車、小型二輪車の合計数
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６．臨時運行関係許可状況 H29年度

担   当   課 電  話  番  号 担   当   課 電  話  番  号

市民生活課 ０９５２－４０－７０６８ 市民生活課 ０９５２－７５－６１１６

市   民   課 ０９５５－７２－９１２０ 市   民   課 ０９５４－６６－９１１８

市民福祉課 ０９５５－５３－７１２３ 市   民   課 ０９５４－４２－３３０４

市   民   課 ０９５５－２３－２１４３ 税   務   課 ０９５５－４６－２７３６

市   民   課 ０９５４－２３－９２２５ 税   務   課 ０９５２－３７－６１０３

市   民   課 ０９５４－６３－２１１７ 市   民   課 ０９５２－３７－０１１６

市   民   課 ０９４２－８５－３５８０

７．回送運行許可状況（毎年度末）

８．回送運行番号標の貸与数別事業者数（平成２９年度）
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１．検査種別の検査車両数の推移

　自動車の検査制度は、安全・環境の面について国が定める基準に適合しているかどうかを
一定期間ごとに確認するものである。
　佐賀県内の自動車の検査対象車両数は、平成29年度において67万台である。その内、軽
自動車は34万台を占めており、その検査の手続き業務については軽自動車検査協会におい
て行われている。佐賀運輸支局においては、軽自動車を除く検査対象車両33万台について
検査の手続き業務を行っており、新規検査等（構造変更、予備検査を含む）については年間
5900台、継続検査については13万3400台であり、前年度に比べて新規検査等、継続検査とも
に減少している。
　自動車の使用者は点検整備制度に基づき、自動車の日常点検及び定期点検を行うことに
より車両を保守管理することが義務付けられている。
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自動車検査制度及び点検整備制度の概況
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１．自動車整備事業場の推移

○認証工場 △指定工場 *認証工場数には指定工場数を含む

　佐賀県内の自動車分解整備事業場（認証工場）は、平成30年3月末現在809工場で、前年よりも2
工場減少している。また、指定工場は250工場で前年よりも6工場増加している。
　近年、自動車はITの発達により電子制御による新技術の利用が広まり、自動車整備士の技術力
の向上が求められているため、整備主任者研修・自動車検査員研修等を毎年実施し、技術の向上
を図っている。

２．市郡別認証工場数及び指定工場数

自動車整備事業の概況
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１．事業用自動車の業態別重大事故件数の推移

２．事業自動車の業態別事故発生状況（平成２９年）

　国土交通省は、平成３２年までに①死者数２３５人以下、②人身事故件数２３，１００件以下、
③飲酒運転ゼロを目標に事業用自動車総合安全プラン２０２０として取り組んでいる。そのよう
な中、佐賀県における平成２９年の事業用自動車の重大事故発生状況は、発生件数３４件、死
者数５人、負傷者数４２人であり、発生件数及び死者数は昨年より微増している。
　また、自動車の排出ガスによる大気汚染が大きな社会問題となり、その改善を図るために新
車及び使用過程車について、道路運送車両の保安基準が逐次改正される等規制が強化されて
いる。
　自動車にかかる騒音規制は、定常走行騒音・加速走行騒音・使用過程にある自動車を測定し
やすい近接排気騒音の3種類による規制が実施され、騒音についても逐次改正され規制強化
が図られている。自動車を良好な状態に維持するには定期的な点検・整備を実施することが必
要であり、その醸成を図るため各種運動等を実施し、啓発を図っている。
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１．装置別整備不良件数（平成２９年度　一般街頭検査）

２．整備命令の発令状況（平成２９年度）

　平成15年に自動車の不正改造行為を禁止することが明文化され、整備命令に関する制度
も強化され県警と連携のもと不正改造車の取締りや街頭検査を積極的に実施している。
　また、平成17年からは不正燃料使用防止のため、関係機関と連携し不正軽油使用車摘発
の街頭検査も実施している。

街頭検査の実施状況
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１．内航海運関係

２．旅客船事業関係

管内の旅客船事業者数は一般旅客定期航路事業 ６者６航路、旅客不定期航路事

業 ４者５航路となっている。 （下表参照）

なお、一般旅客定期航路事業者の内４航路が国庫補助航路、２航路が県単補助航

路として指定を受け、離島地域住民の生活航路として、また、公共交通機関として重要

な役割を果たしている。

内航海運は、経済性が高く環境保全の面でも優れてており、国内物流の約４割（トンキロ

ベース）、特に産業基礎物資の約８割の輸送を担う基幹的な輸送機関である。管内の登録

事業者数は２５業者 となっている。（下表参照）
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１．港湾運送事業の概況

（平成３０年３月末現在）

港 名

唐津港

伊万里港

２．港湾荷役実績

－

港　湾　荷　役

業　　　　　　　　　　　種

一般港湾運送
（限定）

区分

1

1

一　貫

－

2

船　内

2

－

沿　岸

2

港湾運送事業は、指定港湾における船積み貨物の積み卸し、はしけ及びいかだによる運送、

上屋その他の荷さばき場への搬出及び一時保管を行う事業であり、管内では唐津港及び伊万

里港が指定されている。 ２港における港湾運送事業者は下表のとおりとなっている。

１．唐津港における平成２９年度の港湾荷役実績は対前年度比３４％増の１０．３万トンで、主要

取扱貨物は 金属機械、金属くず、化学肥料、砂・砂利・石材となっている。(下表参照)
２．伊万里港における平成２９年度の港湾荷役実績は対前年度比３％増の２３６．２万トンで、主

要取扱貨物はコンテナ、鉄鋼、石炭、金属くずとなっており、全取扱量の約７８％をコンテナ（主に

中国、韓国）が占めている。(下表参照)
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１．造船事業の概況

　

　 　　　　　　　　　　　

２．舶用工業の概況

管内における造船事業者数は、許可造船所２者、登録造船所１者、届出造船所５者となってお

り兼業を除いた実事業者数は８者となっている。

管内造船所の平成２９年度における建造量１０隻、６３．４万総トン、修繕１８８隻、２．５万総ト

ンとなっている。

管内の平成３０年３月末現在における舶用工業事業者数は、１５者となっているが、ほとんど

が中小・零細 企業で舶用品の生産・販売を主業務としている。 平成２９年度における生産高は

約２１６億円（８者分）で、前年に比 べ約７億円（３％）の増となっている。

海事産業関連事業の概況
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３．モーターボート競走事業の概況

(1)唐津競走場の概要

・所在地 唐津市原1116番地

・施行者 唐津市

・初開催日 昭和28年8月7日

・年間開催日数 198日（H29年度）

・場外発売場 ボートピア三日月
前売場外ミニット
オラレ呼子
ボートピアみやき

４．海事産業次世代人材育成事業の概況

　　　造船所資料室見学（唐津市立入野小学校４・５年生)

 造船所見学（国立唐津海上技術学校２年生）

            唐津海上技術学校での実習（唐津市立西唐津小学校3年生）

平成２９年度における取り組みは、佐賀県内の小学校３校の児童１２３名、教諭１２名、唐津海上技術

学校の生徒３９名、教諭４名を対象とした造船所等の見学会を実施した。

唐津競走場は、昭和２８年８月から松浦川河口で競走場としてレースが開催されてきたが、天候等

の影響を避けるため、また、ファン利用者への配慮を考慮して現在地に人工湖を新設し昭和５０年３月

に移転した。

平成１７年１月から唐津市（唐津市長）が施行者として事業を行っていたが、平成２９年４月の組織変

更に伴い、唐津市ボートレース企業局が施行者となった。

平成２９年度の売り上げは、約４７７億円（前年比３１．８％増）、利用者数は約１，１５５万人（前年比

３８．２％増）となった。県内４カ所に専用場外発売場や唐津競走場に外向け発売所「ドリームピット」を

開設するなど時代のニーズに沿ったファンサービスの向上に努めている。
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船員関係事業の概況

１．船員労働環境関係

管内の平成２９年１０月１日現在における船員法の適用状況は、適用事業者数７４

事業者、船舶数１２９隻、船員数４９０人となっており、その推移は下表のとおり。

汽船の船舶所有者は、その大半が肥前地区（星賀）に集中しており、主として内航海

運業を生業とするいわゆる一杯船主である。

漁船の船舶所有者は、そのほとんどが唐津、鎮西、肥前地区を基地とする延縄、一

本釣、雑漁業の事業者となっている。

① 船員労働環境関係

② 船員法関係の事務取扱状況
平成２９年度の船員法関係の事務取扱件数は、船員手帳関係９６件、雇入届出関

係５０９件、航行報告関係１１件、当直部員認証１３件、危険物等取扱認証１１件と

なっており、その推移は下表のとおり。

なお、管内における船員法関係事務を取り扱う指定市町村は、伊万里市（山代出張

所）、唐津市（肥前支所）、白石町の３市町である。

事業状況報告書より作成

※未提出事業者についてはその他に計上

0
50

100
150
200
250
300
350
400

新
交
付

再
交
付

書

換

訂

正

雇
入

雇
止

変
更

受
理

証
明(

通
数)

当
直
部
員
認
証

危
険
物
等
取
扱
認
証

船員手帳 雇入届出 航行報告

H25年度

H26年度

H27年度

H28年度

H29年度

31



0

2

4

6

8

10

12

14

16

件
数

（う
ち
死
亡
）

千
人
率

件
数

（う
ち
死
亡
）

千
人
率

件
数

（う
ち
死
亡
）

千
人
率

災害 疾病 計

H25

H26

H27

H28

H29

２．船員労働安全衛生関係

平成２９年度の管内における船員の災害疾病発生状況は、災害４件（千人率8.6

件）、疾病３件（千人率6.4件）となっており、その推移は下表のとおり。

船員の災害防止を促進するため、管内では、平成３年６月に「佐賀地区船員労働安

全衛生協議会」が、また、平成４年４月には「船員災害防止協会九州支部佐賀地区

支部」が設置され、当運輸支局と密接な連携のもと、安全衛生講習会、サバイバルト

レーニング等の各種行事や訪船指導等が積極的に行われている。

３．船舶職員関係

平成２９年度の船舶職員及び小型船舶操縦者法関係の事務取扱件数は海技免状

の更新件数４６件、再交付・訂正件数３件、限定解除件数７件、小型船舶操縦免許

の更新件数２８３件、再交付・訂正件数５１件、限定解除件数０件となっており、その

推移は下表のとおり。
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４．運航労務監理官関係

平成２９年度九州運輸局運航労務監理官監査等実施方針に基づいて、

運航管理監査については、(1)旅客船を重点対象とした通常監査の実施（①安全管理規程の

乗組員全員への周知徹底 ②川下り船事業者等に対する安全運航の徹底等指導③海上タク

シー事業者には安全指導旬間を設け関係規定の遵守徹底について監督・指導）

(2)特別監査の最優先実施（事故や法令違反発生時の背景や原因を重点的に監査し再発防止）

（3)違反の是正徹底（命令等発出事業者に対するフォローアップ）に重点をおいて実施した。

船員労務監査においては、(1) 2006年の海上の労働に関する条約への対応

(2)通常監査を通じた船員災害の予防

(3)災害発生時監査における勧告の積極的活用

(4)海難発生時監査における違反認定の徹底に重点をおいて、３６隻の船舶に対して監査を実施

した。

なお、運航管理監査及び船員労務監査の推移は下表のとおり。

平成１８年３月３１日に施行された運輸安全一括法に基づき、海上運送事業者（旅

客船、内航貨物船、海上タクシー等）に導入された運輸安全マネジメント評価につい

て、平成２４年度末までに、全事業者に対して１回目の評価を実施した。

また、平成２８年度から２回目以降を３年間で４者に対し、平成３０年度を持って評価

を終了した。平成３１年度からは新たな評価方針として、新規対象者は３年連続で、４

回目以降の事業者は３年に１回評価を実施する。（但し海難事故等発生させ安全管

理に懸念がある事業者は弾力的に運用）

なお、運輸安全マネジメント制度に対する趣旨等の理解を深めるために、毎年「運

航安全管理研修会」を実施している。

運輸安全マネジメント関係事業の概況

運航労務監理官による船長への聞き取りの様子
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○（本庁舎関係）

昭和22年3月22日 臨時物資需給調整法（昭和21年法律第32号）に基づく事務を処理をするため、運輸省告示第71号

（昭和22年3月）によって、各都道府県庁所在地に自動車事務所が設置された。

同年5月、自動車交通事業法に関する事務が都道府県より移管され、これらを包括して

自動車行政を行うこととなった。佐賀自動車事務所は国鉄旧佐賀駅構内に庁舎を置いた。

昭和22年5月　 佐賀市松原町に事務所を移転した。

昭和23年1月1日 道路運送法（昭和22年法律第191号）の施行にともない、従来の自動車事務所は廃止され、

新たに道路運送監理事務所が設置され運輸省の地方出先機関として陸運行政を行うことと

なった。事務所を大財二丁目に移転した。

昭和24年8月1日 運輸省設置法（昭和24年法律第157号）の制定にともない、道路運送監理事務所は廃止され、

福岡陸運局佐賀分室となった。

昭和24年8月1日 昭和24年8月1日、国家行政と地方行政事務の再配に関連し、地方的事務の一部は都道府県

知事に機関委任され、委任事務を処理するため、陸運局分室を廃止、地方自治法附則第4項

により陸運事務所が設置された。

昭和27年2月 佐賀市本庄町鹿子に本場自動車検査場を新設した。

昭和28年12月 佐賀市水ヶ江町稚小路に事務所を移転した。

昭和31年4月 佐賀市大財2丁目に事務所を移転した。

昭和40年4月 佐賀市高木瀬町高木1271－1に本場検査場を移転した。

昭和41年3月 佐賀市高木瀬町高木1281－3に事務所を移転した。

昭和46年4月 登録業務に電算機を導入した。

昭和48年3月 佐賀市高木瀬町高木1244（現在地）に本場検査場を移転し、検査機器を全自動化にした。

昭和48年10月 特殊法人軽検査協会設立にともない軽自動車の届出業務を分離した。

昭和52年3月 車検場増築工事によりディーゼル黒煙測定コースを増設した。

昭和56年3月 佐賀市高木瀬町大字高木1244－5（現在地）に事務所を新築移転した。

昭和60年4月 道路運送法等の一部を改正する法律（昭和59年8月10日、法律第67号）により運輸省設置法の

一部が改正され九州運輸局佐賀陸運支局が発足することとなり、昭和24年11月より永年

親しまれてきた佐賀県陸運事務所が廃止され、名実ともに運輸省管轄となる。

昭和63年11月 住居表示の実施により佐賀市若楠二丁目7番8号となる。

平成3年12月 標板取付取外（封印上屋）を新設した。

平成7年3月 検査場改築工事により2コースについてマルチテスター（自動方式総合検査機器）を導

入した。

平成10年3月 登録・検査テレホンサービスを開始した。

平成11年7月 希望ナンバー制導入。

平成13年１月 中央省庁等改革基本法及び国土交通省設置法により運輸省・建設省・国土庁・北海道

開発庁が総合して国土交通省が発足した。

平成14年7月 地方運輸局組織規制の全部改正により佐賀運輸支局となり、自動車検査部門が独立

行政法人化した。

平成18年７月 スタッフ制の導入。

佐賀運輸支局の沿革
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○（唐津庁舎関係）

昭和18年11月 門司海運局唐津支局、住ノ江支局及び唐津支局伊万里出張所が開設された。

昭和19年6月 住ノ江支局が出張所に降格、唐津支局住ノ江出張所となった。

昭和20年6月 官制改正により門司海運局が九州海運局と改称された。

昭和21年2月 伊万里出張所が廃止された。

昭和21年5月 唐津支局伊万里分室が開設された。

昭和22年11月 佐賀、大町、呼子、諸富、嘉瀬、塩田、浜及び大浦の各出張所が開設された。

昭和24年6月 嘉瀬出張所及び塩田出張所が廃止された。

昭和26年6月 伊万里分室が出張所に昇格し、佐賀出張所が廃止された。

昭和27年8月 大町、呼子、諸富、浜及び大浦の各出張所が廃止された。

昭和33年1月 伊万里出張所が分室となった。

昭和39年6月 船員労務官が配置された。

昭和44年4月 住ノ江出張所が廃止された。

昭和46年4月 伊万里分室が廃止された。

昭和59年7月 運輸省設置法の一部改正により、九州運輸局唐津海運支局に改称された。

平成5年4月 船員労務官が複数制となった。

平成13年1月 中央省庁再編等により運輸省は、国土省、北海道開発庁及び建設省と統合され国土交

通省となった。

平成14年7月 運輸省設置法の一部改正により、九州運輸局佐賀運輸支局（唐津庁舎）に改称された。

平成17年4月 組織改正により、運航労務監理官を配置。

平成18年７月 スタッフ制の導入。

平成30年6月 港湾合同庁舎新設に伴い、唐津市二タ子3丁目２１４番６号へ移転
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企画調整部門
地域公共交通の確保・維持・改善に関すること
観光の振興に関すること
交通環境に関すること

企画輸送部門
倉庫業に関すること
鉄道事業に関すること
自動車運送事業に関すること
自動車運送事業の指導及び業務監査に関すること
自家用自動車の貸渡に関すること
土砂等運搬大型自動車の使用に関すること
自動車損害賠償責任保険に関すること
総務、人事、会計に関すること

登録部門
自動車の登録に関すること
自動車の番号標、封印に関すること
自動車の臨時運行、回送運行に関すること
自動車の抵当権の登録に関すること

整備部門
自動車の整備事業に関すること
自動車の整備士に関すること
自動車の運行管理者及び整備管理者に関すること
自動車の事故に関すること

海事担当
旅客航路事業、内航海運業に関すること
港湾運送事業に関すること
造船業、造船関連工業に関すること
モーターボート競争に関すること
船員の雇入契約届出、船員手帳交付、各種資格認定に関すること
海技免状等の更新等に関すること
海事思想の普及に関すること

運航労務監理官
旅客航路事業に対する安全審査等に関すること
船員の労働条件の確保及び最低賃金に関すること
船員災害の防止を図るための安全衛生に関すること
未払い賃金の支払いの確保等に関すること

佐賀運輸支局（本庁舎）

佐賀運輸支局（唐津庁舎）

佐賀運輸支局の主な業務内容
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管轄区域

管轄区域 管轄支局

佐賀県全域 佐賀運輸支局

佐賀県のうち唐津市及び東松浦郡 九州運輸局

佐賀県のうち伊万里市及び西松浦郡 佐世保海事事務所

佐賀県（上記の区域を除く） 長崎運輸支局

佐賀県のうち鹿島市、嬉野市、藤津郡 長崎運輸支局

佐賀県（上記の区域を除く） 佐世保海事事務所

佐賀県のうち唐津市及び東松浦郡 九州運輸局

佐世保海事事務所

（船員関係については

　　佐賀運輸支局）

佐賀県（上記の区域を除く） 長崎運輸支局

佐賀県のうち伊万里市及び西松浦郡

佐賀運輸支局（唐津庁舎）

業務別

一般行政及び船員労務官

船舶登録測度及び船舶検査

船員職業安定所

外国船舶監督

佐賀運輸支局（本庁舎）

倉庫関係業務

佐賀県全域

輸送関係業務

監査関係業務

自動車登録関係業務

整備関係業務

業務別

管轄区域
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１．業務内容　
　自動車が保安基準に適合するかどうかの審査
　上記に掲げる業務に附帯する業務

２．組織　
　

３．本検査場の概要

４．唐津出張検査場の概要

現施設の指定年月日 昭和35年4月1日

用地面積 １，７５０㎡

所在地 唐津市橋本字二の間1041-1

検査施設の所有者
　　　　及び維持運営団体

唐津地区自動車協会

検査コース（４コース）

昭和48年3月

１３，８２８㎡

１，４１２㎡

兼用コース、小型１コース、新規・ＤＳコース、二輪コース

現施設の新設年月日

用地面積

検査場上屋面積

　平成11年4月の「中央省庁等改革の推進に関する方針」により平成11年12月
に「自動車検査独立行政法人法」が成立、平成14年7月に「自動車検査独立行
政法人」が設立した。その後、平成２５年１２月の閣議決定「独立行政法人改革
等に関する基本的な方針」に基づき、平成２８年４月に「自動車検査独立行政
法人」と「交通安全環境研究所」が統合し「独立行政法人自動車技術総合機
構」が設立した。
 自動車検査においては、平成２０年度より、ＩＴを利用した取り組みとして、新規
検査等における自動車の寸法・重量等の高精度な諸元測定と車両の画像取得
を自動的に行い、電子的に記録・保存する「３次元測定・画像取得装置」を運用
している。

平成３０年１０月現在

独立行政法人自動車技術総合機構の概況

s所 長 主席検査官 検査官 検査官補
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○佐賀運輸支局本庁舎
〒８４９－０９２８　佐賀市若楠２丁目７－８
　企画輸送部門　　　 TEL　（０９５２）３０－７２７１
　登録コールセンター TEL　（０５０）５５４０－２０８２
　整備部門　　　　　　　TEL　（０９５２）３０－７２７４

　FAX（企画輸送）　　　FAX　（０９５２）３０－７２８７

　FAX（登録・整備）　　FAX　（０９５２）３０－７２７９

○佐賀運輸支局唐津庁舎

〒８４７－０８６１　唐津市二タ子3丁目２１４番６号　唐津港湾合同庁舎

　海事担当　　　　　TEL　（０９５５）７２－３００９

　F　A　X　　 　　　　FAX　（０９５５）７２－３００２

九州運輸局のホームページでも統計情報をご覧いただけます。
九州統計情報　http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/toukei/body2.htm

佐　賀　運　輸　支　局


